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   生活保護ってどんな仕組みなの？ 


  なぜ生活保護費が増えているの？何に使
われているの？  


  貧困ビジネスが増えているって聞くけど、
何がおきているの？ 


視点１ 


視点２ 


視点３ 







生活保護の目的は・・・ 


  最低生活の保障 
１ 


  自立の助長 


2 
２ 
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被生活保護者数の推移 







医療費 
（約48％） 


生活費 
（約34％） 


住宅費 
（約15％） 


その他 


平成21年度の生活保護費：3.0兆円 


自己負担ゼロ 


月8万円強※ 


※東京都区部の６５歳単身者の生活扶助基準額 







 


生活保護受給者を狙った貧困ビジネスの一例 


狭い施設に囲い込む 


法外な家賃や食費を天引き 


受給者にはごく少額しか残らない 








事業等
（主要）


名称
生活保護受給者就労支援事
業


「福祉から就労」支援事業
子どもの健全育成支援事


業


生活保護受給者の社会
的な居場所づくり支援事
業


事業
概要


・福祉事務所に配置され
た就労支援員が、ハロー
ワークへの同行訪問、履
歴書の書き方や面接の
練習などを行い、就労を
支援する。


・就労意欲や生活能力・
就労能力が低いなど就
労に向けた課題をより多
く抱える被保護者に対
し、カウンセリングなど就
労意欲の喚起をはじめと
した総合的な支援を実施
する。


地方自治体とハローワーク
が協定（支援の対象者、支
援の手法、両者の役割分
担等）を締結して、地方自
治体とハローワークの担当
者により構成する支援チー
ムが、対象となる生活保護
受給者等への支援プラン
を策定し、個別求人開拓や
担当者制による職業相談
など、積極的な就労支援を
行う。


生活保護世帯などの
子どもに対する学習支
援の取組について、親
の養育相談や高校進
学後のサポートなどの
機能強化を行い、生活
保護世帯の子どもが大
人になって再び生活保
護を受給するといった
「貧困の連鎖」の防止
を図る。


社会から孤立する被保
護者に対する様々な社
会経験の機会の提供
など、被保護者の社会
的自立を支援する取組
の推進を図る。


　うち国庫
負担・補助


28,033億円（Ｈ２４概算要
求額）


予算額等
７００億円の内数（平成２
１年度第２次補正予算）


４９億円（平成２４年度概算
要求額）


５３億円（平成２４年度
概算要求額）


セーフティネット支援対
策事業補助金２３０億
円の内数（平成２４年
度概算要求額）


制度
概要


利用し得る資産、稼働能
力、他法他施策などを活
用しても、なお最低限度
の生活を維持できない者
に対し、必要に応じた生
活、住宅、教育、介護、医
療、出産、生業、葬祭の
各扶助を行う。


制度等
（主要５件）


名称 生活保護制度


給付費
37,378億円（H24概算要
求額から推計）


被保険者
数


達成度 ％


成果指標 単位 20年度 21年度 22年度


関係施策名 －


施
策
／
事
業
概
要


主な手段
生活保護制度、生活保護受給者就労支援事業、「福祉から就労」支援事業、子どもの健全育成支援事業、生活保護受給者の社会的な
居場所づくり支援事業


施策／事業目的
（ミッション/何のために）


日本国憲法第２５条に規定する理念に基き、国が生活に困窮するすべての国民に対し、その困窮の程度に応じ、必要な保護を行い、そ
の最低限度の生活を保障するとともに、その自立を助長することを目的としている。


施策／事業目標
（ターゲット/どこま


で）


利用し得る資産、稼働能力、他法他施策などを活用しても、なお最低限度の生活を維持できない者に対し、必要に応じた生活、住宅、教
育、介護、医療、出産、生業、葬祭の各扶助を行う。


主な成果目標及び
成果実績


- 137.1% 120.6%


主な対象
（誰/何を対象に）


国民


目標値
（何年度）


生活保護受給者の自立支援プロ
グラム参加者数について前年度
以上とする。


成果実績 人 129,138 177,053 213,613


主な関係法令 生活保護法 主な関係府省庁


主な計画（閣議決定
等）


社会保障・税一体改革成案（平成23年６月30日政府・与党社会保障改革検討本
部決定）


主な審議会等
社会保障審議会生活保護基準
部会、生活保護制度に関する国
と地方の協議


番号　Ｂ５－６


施策・事業シート


施策／事業名 生活保護の見直し（生活保護医療の見直し等）


担当府省庁 厚生労働省 担当部局庁・課室 社会・援護局保護課 作成責任者 古川夏樹







これまでの事業仕分
け・規制仕分けにおけ
る対象、評価結果、対


応状況の概要


番号・対象（事業等）名 評価結果 対応状況の概要


生活保護受給者のうち就
労能力がある者の支援
対策


【評価結果】
見直しを行う
（廃止０名　自治体/民間０名　見直しを
行わない２名　見直しを行う６名）
　ア.就労支援事業を実施する
　　  福祉事務所数の増加　６名
　イ.その他　２名


【取りまとめコメント】
　結論は「見直し」だが、プラスの意味
で見直しをしていただきたい。この事業
の予算額は630億円の内数であるが、
ほかのメニューがあるからこの事業が
行えないようなことにならないようプラ
イオリティを高くして取り組んでいただ
きたい。
　第２のセーフティネットや給付付き税
額控除等あらゆる政策手段を総動員し
て、雇用の確保とセーフティネットの充
実に努めていただきたい。


【予算額の増加等】
　緊急経済対策として、平成21年度第二次補正予算において、就労
支援員(※１)の増員に必要な予算を計上。
　当該予算に基づいて各都道府県に基金を造成し、事業を実施。


・就労支援員数
　　H20年度末　　　H23年10月現在
　　　557人　　→　　1,708人


・実施自治体数
　　H20年度末　　　H23年10月現在
      305　　　→ 　 　593


・就労支援員に関する事業費
　 約16.7億円(H20)→ 約19.6億円(H21)
    → 約27.5億円(H22)


(※１)　就労支援員には、就労支援に携わる専門職員（就労意欲喚起
等支援事業、求人開拓事業等）を含む。


住宅扶助の不正請求対
策（生活保護費負担金）


【評価結果】
見直し（その他）
（廃止０人　自治体/民間　１名　見直し
を行わない　０名　見直しを行う）
　ア.無料低額宿泊所への許可制導
　　　入等規制強化　２名
　イ.その他　７名


【取りまとめコメント】
　今の議論を踏まえて「見直し」とさせ
ていただきたい。検討チームで早急に
この議論を進めていただきたい。特に
刑罰での対応が必要ではないかという
意見が出された。住宅の現物給付の検
討についてもその他の意見として出さ
れている。


【法規制に向けた検討】
　生活保護受給者を劣悪な住居に囲んで、生活保護費を搾取する悪
質な事業者（いわゆる「貧困ビジネス」）を排除するための法規制を目
的とする議員立法が民主党内で検討されており、厚生労働省も必要
な協力を行っている。


【住宅扶助特別基準（敷金等）の見直し】
　大阪府、大阪市等に対し、地域の実態調査を指示し、その結果を踏
まえ、敷金等の支給上限額を引き下げ


　　　　　　　　７か月分　→　４か月分


従事者数（概数）


国内産業規模


これまでに指摘されて
いる課題と検討状況


課題 検討状況


・生活保護受給者に対する就労、自立支援
・医療扶助や住宅扶助等の適正化
・生活保護費の適正支給の確保
・第２のセーフティネットと生活保護との関係整理　等


現在開催している「生活保護制度に関する国と地方の協議」において
議論しており、実務レベルの調整が済み次第、速やかにハイレベル
会合でとりまとめを予定。


役
割
分
担


名　称 生活保護制度


国が実施する必要性
（他の主体による実施の可


否及びその理由）


民間との連携・役割分担
（民間による実施状況） -


国が全国的な生活保護
基準や処理基準等制度
の枠組みを定める必要が
ある。


地方との連携・役割分担
（地方公共団体による実施


状況）


生活保護制度の実施に
当たっては、被保護世帯
の実態を的確に把握し、
地域住民に直接接してい
る地方自治体が保護の
認定や保護費の支給、自
立支援など具体的な実施
を行っている。







これまでの事業仕分
け・規制仕分けにおけ
る対象、評価結果、対


応状況の概要


特記事項  


医療扶助の不正請求対
策（生活保護費負担金）


【評価結果】
見直しを行う
（廃止０名　　自治体/民間０名　　見直
しを行わない０名　　見直しを行う１０
名）
　ア.レセプト点検を外部委託し、過
　　 剰・長期診療や不正請求の点検
       を強化　１０名
　イ.その他　４名


【取りまとめコメント】
　第2ワーキングチームの結論として
「見直しを行う」。レセプト点検を外部委
託して点検を強化すべき。ぜひこれを
実行していただきたい。なおかつ、（向
精神薬の不正事案を念頭に）早急にサ
ンプル調査にとりかかるべき、審査の
精度を上げるべき、という意見も多数で
ている。外部委託のコストを引き下げ
つつ、予算を少なくとも２０％増額する
という意見も見られた。


【予算の確保】
　　・事業費
　　20.6億円(H21)　→　21.9億円(H22) → 20.0億円(H23予定額)


　・実施箇所数（注）
　　＜外部委託又は雇い上げ＞
　　　　 H20年度　 　　H22年度
　　　　　736　　→　　765
　　（注）　本庁にて管内事務所分を一括
　　　　　点検している場合は1件と計上


【平成２３年度以降の取組み】
 ○　電子レセプトを活用したレセプト点検の強化及び適正受診の徹
底
○　電子レセプトについて、具体的な指導対象の抽出機能の追加、指
定医療機関における医療扶助の状況（生活保護受給者に関する請求
が突出して多い等）を総合的に勘案した、指導対象となり得る医療機
関の選定基準の策定
　　→　頻回受診や長期入院等、不適切な受診行動が見られる者の
抽出


【サンプル調査の実施状況】
　向精神薬の処方に係るレセプト点検の徹底及び緊急調査の実施
　　大阪市において生活保護受給者が向精神薬を大量に入手してい
た事案を受け、類似事案がないか、全自治体でサンプル調査を実
施。


＜サンプル調査（第一次）結果＞（平成22年7月）
　①　同一月（平成22年1月）に複数の医療機関から向精神薬が処方
されていた者　　　　　　　　　　　　　　　2,555人


＜サンプル調査（第二次）結果＞（平成22年9月）
　②　①のうち、不適切な受診が認められた者　　　　 　　1,797人
　　　・改善済みの者　　　　　 　     721人
　　　・残りの者については、指導中のもの又は保護廃止等により指導
に至らないもの







施策・事業シート（施策等の全体像）
施策／事業名 生活保護の見直し（生活保護医療の見直し等）


施策等の全体像・仕組みがわかる１枚物の資料を貼付。（自由記述・ポンチ絵可）







施策・事業シート（関連事業一覧）


生活保護の見直し（生活保護医療の見直し等）


382 セーフティネット支援対策等事業費補助金


生活保護受給世帯に対する自立支援プログラムの策
定・実施、生活保護の適正化対策、地域社会の支えを
必要とする要援護世帯に対する様々な支援サービスを
実施するための地域社会のセーフティネット機能を強化
を図る。


24,000 45,677 22,988


2,421,684 2,567,603


施策／事業名


事業
番号


事業名
（行政事業レビュー）


概要
予算（要求）額（百万円）


平成22年 平成23年 平成24年


2,803,319379 保護費負担金


利用し得る資産、稼働能力、他法他施策などを活用して
も、なお最低限度の生活を維持できない者に対し、必要
に応じた生活、住宅、教育、介護、医療、出産、生業、葬
祭の各扶助を行う。





		（生保）施策・事業シート①.pdf

		（生保）全体図

		（生保）関連施策






社会保障：生活保護の見直し（生活保護医療の見直し等）


作成 厚生労働省


視点 生活保護はどんな仕組みなのか。


論点別シート


論点 １－１ 「最低生活の保障」と「自立の助長」を両立させるための支給額はどうすべきか。


テーマ名 Ｂ５－６


○ 制度の目的
憲法第25条（生存権）に規定する理念に基づき、
①最低生活の保障（資産、能力等あらゆるものを活用することが前提）
②自立の助長（ケースワーカーの家庭訪問、ハローワークと連携した就労支援等）
○ 生活保護費の内容等
・生活費、住宅費、教育費、介護、医療を支給
・支給される保護費＝基準額－収入（就労収入、年金、各種手当等）


○ 生活保護基準は、最低限度の生活の需要と満たすに十分なものであって、かつ、これを
超えないものとして設定（第一１０分位の一般低所得世帯の消費水準などと比較しつ
つ設定）。


→ 生活保護基準は、５年に一度定期的な検証を行うこととしており、現在社会保障審議会


生活保護基準部会において、一般低所得世帯との均衡が適切に図られているか検証中
（平成２４年後半目途にとりまとめ予定）。


○ 生活保護基準の中においても、自立の助長等を目的として、勤労控除を導入しており、
現在開催されている「生活保護制度に関する国と地方の協議」においても、自立の助長を
促進するインセンティブを高めることについて議論している。


※勤労控除：勤労意欲の増進、自立の助長を図ることを目的に、勤労収入のうち一定額
を収入から除外し、被保護者の手元に残す制度。


▶ ケースワーカーによる支援


年２回（稼働能力のある生活保護受給者は月１回）以上の家庭訪問等による就労指導を
実施。ケースワーカーについては増員を図っているところであるが、ケースワーカー一人あ
たりの担当数が増加し、厳しい状況となっている。
※ケースワーカー１人当たりの担当世帯数：７８世帯（H12）→９６世帯（H21）


▶ 「福祉から就労」支援事業や就労支援員等による支援
＜「福祉から就労」支援事業＞※就職支援ナビゲーター437人(H22’)→700人(H23’)


地方自治体とハローワークが協定を締結。生活保護受給者等への支援プランを策定し、
個別求人開拓や担当者制による職業相談等のチーム支援を実施。
＜就労支援員による支援＞※就労支援員等848人(H22.4)→1708人(H23.10)


福祉事務所に配置された就労支援員が、ハローワークへの同行訪問や面接練習等の
就労の支援を行う。
▶ 社会的な居場所づくり支援事業


社会から孤立する生活保護受給者に対して、ボランティアや中間的就労等の機会を提供
し、社会的自立を支援。


実施自治体数：91自治体
→ 生活保護に至らないための仕組みや脱却につながる仕組みを拡充（技能習得支援、個
別求人開拓等）


→ 主体的に社会とのつながりを持ち、自律して生活することができるための取組を強化（社
会参加機会の創出等）


生活保護制度の概要


生活保護受給者の自立支援に向けた取組


生活保護基準について







※１ 廃止者数は、社会・援護局調べ 
※２ ①は、職業安定局調べ。②③は社会・援護局調べ。 
※３ ①は全ハローワーク管内で実施している。 
※４ ①の事業は平成２３年度から「福祉から就労」支援事業として実施。同事業では、福祉事務所とハローワークとの間で協


定を締結し、事業の目標、連携方法、役割分担等を明確化。 


生活保護受給者に対する就労支援の状況（平成２２年度実績） 


  対象者  事業内容  対象者数 
就労・増収 
者数 


効果額 
（推計） 


①生活保護受給者等就労支援 
 事業におけるチーム支援 
 
   （就職支援ナビゲーター 


     437人(H22’)→700人(H23’)） 


就労能力・就労意欲を有し、
就労阻害要因がなく、早期
に適切な就労支援を行うこ
とで、自立の可能性が見込
める方  


福祉事務所とハローワー
クの担当者で構成される
就労支援チームによる、
対象者毎の就労支援プラ
ンの作成、就労支援ナビ
ゲーターによるマンツーマ
ン支援等の各種就労支援
を実施する事業  


17,230  


 


9,921 
(就労・増収率 


：57.6%)  


約33.1億
円 


 


②福祉事務所における就労支
援員 


  を活用した就労支援プログラ
ム  
 
   （就労支援員等 


     848人(H22.4)→1708人
(H23.10)） 


就労能力・就労意欲は一定
程度あるが、就労に当たり
サポートが必要な方  


福祉事務所に配置された
就労支援員が、ハロー
ワークへの同行訪問、履
歴書の書き方や面接の練
習などを行い、就労を支
援する事業  


54,493  


 
17,451 


(就労・増収率 


：32.0%)  


約58.2億
円 


 


③福祉事務所における②以外
の就 


 労支援プログラム  


①の事業を活用できない方
又は②の就労支援員を配置
していない福祉事務所の被
保護者など  


福祉事務所が就労指導を
行うためのプログラムを
組み、就労支援に関する
様々な支援を実施（関係
機関との連携などをプロ
グラム化）  


16,908  


 
4,091 


(就労・増収率 


：24.2%)  


約13.6億
円 


 







生活保護受給者の「社会的な居場所づくり支援事業（２３年度新規事業）」 


  社会から孤立する被保護者に対する様々な社会経験の機会の提供などを通じ、被保護者
の社会的自立を支援する取組の推進を図る。【実施自治体数 ９１自治体（平成２３年度）】 


   


り  


就労支援プログラム 


就労体験、福祉的就労、ボランティア体験、
社会参加などの交流の場・プログラム、子ど
もの学習支援     等 


 NPO、社会福祉法人、企業、市民団体等へ委託し、行政と協 


 働して実施 


実
施 


（参考）社会的居場所づくりの例 


 


 ○ 就労体験、福祉的就労、ボランティア体験、社 


    会参加などの交流の場、プログラム 等 


 作業所ボランティア：知的障害者施設において、 


   知的障害者の方とコミュニケーションをとりな 


      がら作業の補助を行う 


 ヘルパー同行：介護事業所の介護職員に同行 


      して高齢者宅を訪問し、介護の補助を行う 


 公園管理ボランティア：公園緑化協会の協力の 


      もと、公園管理業務を行う 


 インターンシップ：民間事業所で産業廃棄物の 


     選別作業を行う 


 


 ○ 学習支援やありのままでいられる交流の場、プロ 


        グラム 等 


 子どもの学習支援：生活保護受給世帯の中学３ 


     年生を対象に、高校受験のための学習支援教 


     室を開催し、学力向上及び社会性の育成を図る 


   子どもの健全育成：日常的な生活習慣、引きこも 


     り、不登校など子どもに関する課題を抱える世 


     帯に対して支援を行う 







生活保護受給者の自立支援に向けた先進的取組 


◆釧路市における取組事例 
 


➢生活保護受給者に対して、就業体験的ボラン
ティア事業プログラムによる支援から就労支援
プログラム、資格取得等のプログラムによる支
援に繋ぎ、日常生活自立や社会生活自立、経済
的自立へと支援する。 


  
【職業体験的ボランティア事業の例】 
○作業所ボランティア（知的障がい者施設） 
 ➢知的障害者の方とコミュニケーションを 
  とりながら作業の補助を行う。 
 


○ヘルパー同行（介護事業所） 
 ➢介護職員に同行して高齢者宅 
  を訪問し､介護の補助を行う。 
 
○公園管理ボランティア（釧路市公園緑化協会） 
 ➢公園管理業務を行う。 
 
○インターンシップ（リサイクル事業所） 
 ➢インターンシップとして、民間事業 
  所で産業廃棄物の選別作業を行う。 


 
 
➢中学3年生の子どもを持つ親に対して、子供の
高校進学に対する動機付けを行い、親子の進学
意識を高めるとともに、高校入学までの支援を
行い、子どもの社会的自立を促す。 


◆埼玉県における取組事例 
 ～生活保護受給者チャレンジ支援事業～ 
 


（１）職業訓練の提供で自立へ 
 
 
 
 
 
（２）無低宿泊所からアパートへの移行 
 
 
 
 
 


（３）貧困の連鎖を防止 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 


➢職歴やコミュニケーション能力等を踏まえ、適性に
応じた職業訓練の受講から再就職まで一貫した支援
を行う。 


Ｓｊ職業訓練支援員による支援 


➢生活能力、年齢等を踏まえ、民間アパートや社会
福祉施設等への入居を支援し、安定した地域生活
が送れるようにする。 


Ｓｊ住宅ソーシャルワーカーによる支援 


➢困難を抱えた親の養育相談に応じるとともに、高
校進学に向けた進路相談に応じたり、地域の学習
教室で個別に学習支援を行う。 


教育支援員による支援 


60 


97 


136 
154 


Ｈ１８ Ｈ１９ Ｈ２０ Ｈ２１ 


（参考）児童、生徒に対する進学に関する支援を
自立支援プログラムとして実施している自治体数 


（年度） 







被保護世帯数及びケースワーカー数の推移 


○被保護世帯は増加傾向にある。 
 （H12:751,303世帯 → H21：1,274,231世帯） 
○ケースワーカー数も増加（ H12：9612人→H21：13323人）しているが、１人当たりのケース数
（被保護世帯数/ケースワーカー数）は多くなっている。（H12：約78世帯→H21：約96世帯） 
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作成 厚生労働省


論点別シート


テーマ名


視点 なぜ生活保護費が増えているのか。何に使われているのか。
論点 ２－１ 生活保護医療の適正化策はどうあるべきか。


社会保障：生活保護の見直し（生活保護医療の見直し等）Ｂ５－６


① 特に70歳以上の高齢者の伸びが大きい
② 人口の動きと比較した場合、20代及び60代の伸びの差が大きい


※H1と比較したH21の受給者数生活保護受給者の高齢化率
・70歳以上：2.5倍（人口2.2倍）
・60代：2.2倍（人口1.6倍）
・20代：1.5倍（人口0.86倍）


・ 生活保護費は受給者数の伸びの影響もあり近年一貫して増加。
・ 国と地方を合わせた額は平成23度当初予算額で3兆4235億円。そのうち約半分
を医療扶助が占めている。


生活保護費の予算額


○ 電子レセプトの効果的活用


→ 医療機関における医療扶助の状況（生活保護受給者に関する請求が突出して
多い等）を総合的に勘案した、適正化対象選定の基準策定


→ 電子レセプトに係るシステムについて、具体的な指導対象となり得る者を抽出
する機能を追加する機能強化


○ 向精神薬の処方に適正化の徹底


→ 平成22年度に精神科において複数処方されていたケースを全自治体でサンプ
ル調査。


→ 平成23年度より全診療科に調査対象を広げて受診指導。
【調査対象件数】2,555件(H22)→約10,000件(H23)


○後発医薬品の利用促進
→ 関係団体等を通じた働きかけを推進


医療扶助適正化の取組


受給者数増加の特徴


○ 年齢構成として、医療ニーズが高い高齢者が増加。
※ 医療扶助費に占める60代以上の割合：68.3％（受給者に占める60代以上の割合：41％）
※ 直近10年間の医療扶助費の増加に寄与しているのは、殆どが60歳以上の高齢者（H11から
H21への医療扶助費増加率41%のうち96％が60代以上による。）。


○ 疾病分類の構成として、治療が長期化しやすい精神疾患や循環器系疾患（高血圧
など）が多い。
※ 疾病別の患者の割合：精神26％、循環器14％


○ 高齢者のみならず５０代以下の受給者も医療を必要とする者が多く、全年齢で医療
を必要とする者が多い。
※ ５０代以下の保護開始理由の４割が「傷病」。
※ 受給者一人あたりレセプト件数における国保等との比較：５０代以下→約2.1倍


全年齢平均→約1.3倍
※ 全体としての医療扶助適用者割合（一月あたりの医療扶助受給者割合）：80％


○ 後発医薬品の利用が一般と比較して低調。（後発医薬品薬剤費の割合：7.0％（医療
費全体における割合：7.9％） ）


生活保護における医療の特徴について























社会保障：生活保護制度の見直し（生活保護医療の見直し等）


作成 厚生労働省


論点別シート


テーマ名


視点 貧困ビジネスが増えていると聞くが何がおきているのか。
論点 ３－１ 貧困ビジネスへの対応はどうすべきか。


Ｂ５－６


○ 無料低額宿泊施設に入所している者に対する訪問活動の徹底
→ 無料低額宿泊施設に入所中の者について、年２回以上の訪問を実施するよう徹底。
○ 劣悪な施設からの転居支援
→ 劣悪な無料低額宿泊施設等に入所している者が適切な法定施設（グループホーム、
有料老人ホーム等）に転居する場合、敷金や引越し費用等を支給。


○ 劣悪な施設への入居防止
→ 安定した住居のない要保護者が居住を確保する際に、入居予定先の住環境が劣悪
な状況にあることが確認された場合等は、敷金等を支給しない。


○ 優良施設への支援
→ 生活指導・就労指導を行い、居宅生活への移行を支援するため、無料低額宿泊所に
指導員を配置する際の人件費等の財政支援を実施。
【平成２２年度実績：居宅移行者数 83人（うち生活保護廃止者 43人）】


○ 住宅扶助特別基準（敷金等）の見直し
→ 大阪府、大阪市等に対して地域の実態調査を指示し、その結果を踏まえ、敷金等の
支給上限額を引き下げ（７か月分→４か月分）。


貧困ビジネスへの対応


＜無料低額宿泊施設＞ ※施設数等は平成22年6月末時点


○ 生計困難者のために無料又は低額な料金で利用させる施設（社会福祉法第2条第3
項第8号）であり、事業を開始したときは、都道府県知事等へ届出。
○ 施設数：488箇所、 入所者数14,964人（うち生活保護受給者13,790人）


＜社会福祉各法に法的位置付けのないもの＞ ※施設数等は平成22年6月末時点


○ 箇所数：1,314箇所、入所者数16,614人
※調査時点で生活保護受給者が利用している施設数であり、入所者数は生活保護受給者に限る。


【悪質な取扱の具体的事例】
・ 建物は企業の社員寮を転用したもので、個室に間仕切りを設けただけ。


・ アパートにホームレスを入居させ、生活保護費から不当に趣旨不明なサービス料を
徴収。


・ 施設が入居者の通帳管理を預かり金銭管理。入居者には３万円程度の保護費が
残るのみ。


住居と有償の生活サービスをセットで提供する事業に対する届出義務を創設し、当該事
業者が入居者の金銭管理を行う場合には都道府県知事の承認を必要とするなど、事業
の適性な運営の確保や入所者の処遇の改善を図る。


貧困ビジネスに対する規制を行う議員立法案 ※現在国会提出に向けて調整中と聞いている。


貧困ビジネスについて







【調査時点】平成22年6月末日時点 
【調査対象】社会福祉法第2条第3項に規定する無料低額宿泊所及び社会福祉各法に位置付けのない施設（法定外施設） 
【調査方法】全国の地方自治体が把握している実態を調査 


調査概要 


１ 施設入所者数：１４，９６４人（うち生活保護受給者13,790人） 


 ➢施設を利用している入所者数の上位５自治体（東京都、
横浜市、千葉県、埼玉県、千葉市）で全体の66％を占める 


 ➢年齢構成について、65歳以上の入居者が31％。一方、
40歳未満は8％ 


２ 施設数 ： ４８８施設 


 ➢運営法人種別では、NPO法人が最も多く全体の７４％ 


 ➢所管施設の多い自治体について、東京都が最も多く、全
体の約35％。次いで神奈川県、横浜市 


３ その他の特記事項 


 ➢居室の床面積は、一人あたり3.3㎡以上を確保 


 ➢大部分の施設が食事を提供 


 ➢金銭管理を実施している施設は108施設（全体の約
22％）。一方、金銭管理を実施している施設のうち、約
14％が契約無しに金銭管理を実施 


 ➢収支状況を公開していない施設が65施設（全体の約
13％） 


 ➢契約書にサービス毎の内訳を利用明細に明記している
施設は449施設 （全体の92％） 


無料低額宿泊所 法定外施設 


１ 施設入所者数 １６，６１４名（※生活保護受給者に限る） 


 ➢自治体別の入所者数について、大阪市が最も多く、次
いで名古屋市、千葉市、札幌市、さいたま市 


 ➢高齢者を対象とした施設に入所している者が最も多く、
7,277人（全体の44％）。次いでホームレスを対象とした
施設に入所している者が、3,320人（全体の20％） 


２ 施設数 １，３１４施設 


 ➢内訳として、①高齢者を対象とした施設：642（うち高専
賃287）、②ホームレスを対象とした施設：214、③アル
コール依存症者を対象とした施設：37、④薬物依存症者
を対象とした施設：24、⑤その他397 


 ➢自治体別の施設数について、大阪府が最も多く、次い
で北海道、札幌市、さいたま市、旭川市 


３ その他特記事項 


 ➢全体の約85％の施設が食事を提供 


 ➢全体の５２％の施設が金銭管理を実施。特に、アル
コール依存症者を対象とした施設や薬物依存症者を対
象とした施設の90％が金銭管理を実施 


 


無料低額宿泊所等の実態調査結果 







・無届事業者に対する行政処分。 


○無届施設に対する規制が
ない 


○調査等を拒んだ場合、行
政処分を行える規定がな
い 


○入居者への自立支援が不
十分 


＜適正化法による対応＞ 


○保護費を本人が自由に  
使えない 


○通帳等を事業者が預かり、
利用料を天引き 


○高額/趣旨不明な利用料 


○入所者の意に反するサー
ビス提供 ○違反する事業


者（無届事業者
を含む）は改善
命令や業務停
止等 


 
○行政処分違反
に対しては、刑
事罰 


＜現状の課題＞ 


被保護者等住居・生活サービス提供事業の業務適正化法案（議員立法）の概要 


・住居と食事等の生活サービスをセット
で提供する事業者に届出義務創設。 


・サービス内容、対価等の情報公開、
書面による契約締結を徹底。 


 


・事業者からの解除告知期間は、原則
６か月を下回ってはならない（※）。 
※債務不履行や契約の存続を困難とする重大な
事由がある場合等を除く 


・都道府県知事の事前承認のある場合
を除き、金銭管理を原則禁止（※）。 
※適正に業務遂行ができる事業者として、都道府
県知事の認定を受けた事業者については、定
期的な報告を行うことによって金銭管理が可能 


・自立支援等の義務づけ。 
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論点 １－１ 「最低生活の保障」と「自立の助長」を両立させるための支給額はどうすべきか。


論点別シート


テーマ名


視点 生活保護はどんな仕組みなのか。


B５－６ 社会保障：生活保護の見直し（生活保護医療の見直し等）


作成 財政当局


１．標準３人世帯【33歳、29歳、4歳】


１級地－１ １級地－２ ２級地－１ ２級地－２ ３級地－１ ３級地－２


　生活扶助 175,170 167,870 160,580 153,270 145,980 138,680


　住宅扶助（複数人世帯・上限額） 69,800 59,000 53,000 46,000 40,100 34,100


　合　計 244,970 226,870 213,580 199,270 186,080 172,780


２．高齢者単身世帯【68歳】


１級地－１ １級地－２ ２級地－１ ２級地－２ ３級地－１ ３級地－２


　生活扶助 80,820 77,190 73,540 69,910 66,260 62,640


　住宅扶助（単身世帯・上限額） 53,700 45,000 41,000 35,400 31,000 26,200


　合　計 134,520 122,190 114,540 105,310 97,260 88,840


３．母子世帯【30歳、４歳、２歳】


１級地－１ １級地－２ ２級地－１ ２級地－２ ３級地－１ ３級地－２


　生活扶助 193,900 187,470 179,310 172,880 164,730 158,300


　住宅扶助（複数人世帯・上限額） 69,800 59,000 53,000 46,000 40,100 34,100


　合　計 263,700 246,470 232,310 218,880 204,830 192,400


(月額：単位：円）


生活保護はどんな仕組みなのか？


A 生活保護制度の概要


●生活保護については、基礎年金や最低賃金との逆転現象なども踏まえ、就労インセンティブを削がな


いような支給額の水準はどうあるべきか。


最低生活保障水準の具体的事例 C


○基礎年金満額の場合、月65,741円（夫婦131,482円）


○北海道、宮城、神奈川で最低賃金を生活扶助水準が上回ってい


生活扶助基準の検証


○ 生活扶助基準は、一般低所得者の消費実態との均


衡が図られているか等について、5年に一回の検証


を実施。


○ 前回の平成19年の検証では、生活扶助基準額は低


所得者の生活扶助相当支出額に比べ、①夫婦子一


人世帯ではやや高め(＋1.1%)、②単身世帯（60歳


以上）では高め(＋11.8%)、という結果であった


が、現在に至るまで生活扶助基準額は据え置き。


○ 現在、生活保護基準部会において検証作業中。そ


の結果等を踏まえ、国民の理解が得られるような


生活保護基準のあり方を検討する必要。


（１） 生活保護制度の目的


○最低生活の保障
⇒ 資産、能力等すべてを活用してもなお生活に困窮する者に対し、困窮の程度に応じた保護を実施
○自立の助長


（２）生活保護基準の内容


生活保護基準は、要保護者の年齢別、性別、世帯構成別、所在地域別その他保護の種類に応じて必要な事
情を考慮した最低限度の生活の需要を満たすに十分なものであつて、且つ、これをこえないものでなければなら
ない。（生活保護法第８条第２項）


生活を営む上で生じる費用 対応する扶助の種類 支 給 内 容


日常生活に必要な費用（食費・被服費・光熱水費等） 生活扶助


基準額は、


①食費等の個人的費用（年齢別に算定）


②光熱水費等の世帯共通的費用（世帯人員別に算定）


を合算して算出。


特定の世帯には加算がある。（障害者加算等）


アパート等の家賃 住宅扶助 定められた範囲内で実費を支給


義務教育を受けるために必要な学用品費 教育扶助 定められた基準額を支給


医療サービスの費用 医療扶助 費用は直接医療機関へ支払（本人負担なし）


介護サービスの費用 介護扶助 費用は直接介護事業者へ支払（本人負担なし）


出産費用 出産扶助 定められた範囲内で実費を支給


就労に必要な技能の修得等にかかる費用


（高等学校等に就学するための費用を含む。）
生業扶助 〃


葬祭費用 葬祭扶助 〃


B







作成 財政当局


論点別シート


テーマ名


視点 なぜ生活保護費が増えているのか。何に使われているのか。


論点 ２－１ 生活保護医療の適正化策はどうあるべきか。


B５－６ 社会保障：生活保護の見直し（生活保護医療の見直し等）


なぜ生活保護費が増えているのか？


A B


C


年齢階層別被保護人員の年次推移


D


21年度の事業費（実績）の内訳


生活保護費をめぐる現状


生活保護医療と国民健康保険等の比較
一人あたり医療費の比較（外来）


○ 電子レセプトを活用したレセプト点検の強化


○ 医療機関への重点指導


○ 後発医薬品の利用促進


○ 向精神薬における適正受診の徹底


○ 医療費の一部自己負担の導入
（参考）「社会保障制度全般のあり方を含めた生活保護制度の抜本的改革


の提案」 (平成22年10月20日、指定都市市長会)(抄)


○医療費の一部自己負担の導入


・医療機関への受診内容等を本人に把握させることで、過剰な


医療行為の抑制につなげる


・ ただし、自己負担を導入しても、最低生活を保障する仕組みとする


生活保護医療の適正化に向けた取組


●生活保護医療は、全額税負担で自己負担が一切ないため、患者と医療機関の双方にモラルハザード


が生じやすいことを踏まえ、後発医薬品の促進など生活保護医療の適正化を強化するべきではないか。


医療費
14,515億円
（48.3％）


生活費
10,163億円
（33.8％）


住宅費


4,427億円


（14.7％）


その他


967億円


（3.2％）


（兆円） （人）


（円） （％）


事業費


国費


生活保護医療に関する不正事件の例
E


○生活保護受給者である患者に対し、手術を実施したと偽装し


て、


医師が診療報酬を不正に取得した事例。


○ 22年4月、大阪市の生活保護受給者を利用して、向精神薬を


営利目的で大量にインターネット上で転売していた事例。







作成 財政当局


論点別シート


テーマ名


視点 貧困ビジネスが増えていると聞くが何がおきているのか。


論点 ３－１ 貧困ビジネスへの対応はどうすべきか。


B５－６ 社会保障：生活保護の見直し（生活保護医療の見直し等）


○ 生活保護がもらえ、食事も出る部屋に住めるとホームレスを勧誘。


○ ３～４畳しかない狭い部屋に囲い込み、実際の家賃の２～３倍を超える


法外な家賃や食費を利用料の名目で徴収。受給者の手元にはほとんど


残らない。


○ 友人や家族の自由な訪問を禁止され、求職活動すら許されない。


貧困ビジネスが増えているが何がおきているのか？


A 無料低額宿泊所における貧困ビジネスの例


○ 無料低額宿泊所は、生計困難者のために無料又は低額な料金で利用させる施設であり、都


道府県等に届出が必要。（社会福祉法第２条第３項第８号に規定。）


○ 施設数：488箇所、 入所者数14,964人（うち生活保護受給者13,790人）


○ １施設の平均入所者数 約31人 ※ 平成22年6月末現在


B


サービスの状況


○ 居室の床面積が一人あたり３．３㎡以上。
○ 居室使用料は、生活保護の住宅扶助基準額内
（例えば、東京都23区であれば69,800円以内）
○ 大部分の施設が食事を提供している。
○ 大部分の施設が居室使用料、食費等の金額については、文書により本人に明示


無料低額宿泊所について


宿泊所


○ 事業主体の74％はNPO法人。
○ 入所者の金銭を管理している事業者が約22％。
○ 事業の透明性を確保（収支状況を公開）


●生活保護費が本人に届かなくなるような貧困ビジネスに対しては、厳格な規制を設けるべきではない


か。





